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背景
近年、日本は人口の減少等のため、日本国内の企業は海外の市場を求め

て海外展開を行う企業が増加している。

特許庁「模倣被害調査報告書2020」の模倣被害*のアンケート結果によ
ると、模倣被害を被った企業数は毎年1万社を超え、模倣被害を被った企
業数の割合（日本の同年度内に模倣被害を被った企業数／日本の産業財産
権を保有する企業数）は、6.1%（2015年）、5.4%（2016年）、7.0%
（2017年）、7.0%（2018年）、7.4%（2019年）と、年々増加傾向である。

模倣品の製造国は、中国（約31.6％）、韓国（6.0％）、タイ（5.4％)、
香港（4.8％）、台湾（0.9％）、その他欧州（1.6％）となっている。模
倣被害は、商標や意匠で多くみられ、和解金のために数億円の支払いや、
海外からの撤退等が余儀なくされた企業も多々ある。現在模倣が最も多い
国は中国であるが、アセアン諸国も技術レベルが向上し巧みな模倣被害が
広がることが予測されている。

現在、新型コロナ感染症の影響により多くの海外向けの商談会などが中
止になっているが、アフターコロナに備えて、各企業とも次なる成長に向
け事業戦略の再構築を開始している。そのような環境下において、今後の
海外進出時のトラブルを事前に検知、対応していくことは重要である。

＊：特許や実用新案、商標、意匠、著作権等の知的財産権を侵害した商
品・サービスが製造販売されることで、利益を損なう可能性がある
被害をいい、権利化していない商品やサービスの模倣被害も含む。



目的

本事業は、北四国地域（香川県、愛媛県）において、こ
のような現状を鑑み、新型コロナ感染症の収束後を見据え、
中小企業の海外進出の支援を行うため、ジェトロ及び金融
機関と密に連携し、貿易関連中小企業及び今後特産品等の
海外販売を計画している中小企業に対して、過去５年間の
模倣被害・技術流出被害等の実態をアンケートやヒアリン
グで把握し、対策を指導・支援することにより、中小企業
が地場産品等の特色ある商品の海外展開をスピード感を
もって強力に推進できるよう、中小企業の知財意識・模
倣・技術流出に対する意識を向上させ、海外進出に係る知
的財産体制の強靭化を図るものである。



方法
• 海外展開を実施している北四国地域の中小企業に、アンケート
調査、及びヒアリングを行った。（下記は、アンケート内容）

 

 

海外へ進出している企業様の模倣被害に関するアンケート調査票 

 

 
 

【調査（回答）日】 

令和 ３年 月  日 

【会社名】 

【所在地】〒   -     

【代表者役職・氏名】                                                    

【回答者部署】      

【回答者役職・氏名】 

【回答者連絡先】☎：                Ｅメール：                   

【１．海外での事業展開または輸出を行っていますか。（一つだけ選択） 
 □１海外に事業拠点がある。 □２海外に事業拠点はないが、輸出している。  
 □３海外に事業拠点はなく輸出もしていない。 □４今後海外展開をする予定である。  
 ＊：事業拠点とは、「支社・支店・支局・工場」「現地法人」「製造提供先」「販売提携先」を指し 
   ます。 

【２．海外へ進出して模倣被害にあった。有無。】 

・模倣被害がありましたか？ → あった場合は、３ へ進んでください。 
              → なかった場合は、１３ へ進んでください。 

ここからは、同封の模倣被害のパンフレットをご覧いただきご回答ください。 

【３．模倣被害は、いつ頃ですか。 複数回答可。下記の該当欄に「〇」を記入してください。 

  Ａ：２０２０年度、Ｂ：２０１９年度、Ｃ：２０１８年度、Ｄ：２０１７年度、Ｅ：２０１６年度、F：:２０１５年度以前 

【４．貴社の商品分野を選択してください。複数回答可】 下記の該当欄に番号を記入してください。 
□１一般機械、 □２産業機械、 □３精密機械、 □４電子・電気機械、 □５電子部品・デバイス、 □

６ソフトウェア、 □７輸送用機械（車輛）、 □８その他輸送用機械、 □９家具・木製品、 □10 文具・

事務用品、 □11 台所・食卓・洗面用品 □12 鞄その他身の回り品、 □13 その他雑貨、□14 繊維、 □15
食品、 □16 化学品、□17 医薬品、 □18 化粧品等、 □19 卸・小売業、 □20 建築資材・住宅用資材、 

□21 その他 化工機粗資材・機械部品等、 □22 印刷物・フィルム、□23 情報通信サービス、 □24 学術研

究 、 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 、  □ 25 そ の 他 サ ー ビ ス 、 公 的 機 関 、  □ 26 そ の 他

（                                         ） 

【５．模倣被害に被った製品の特許等など日本国内での権利取得を行っていましたか。 

   「有無」を、下記の該当欄に記入してください。 

【６．被害国・地域での権利取得を行っていましたか。「有無」を、下記の該当欄に記入してください。 

（四国経済産業局「中小企業知的財産支援事業」） 

０８９－９６０－１１０３
Email：

北四国地域（香川県・愛媛県）の事業者が、模倣被害に遭
わないで、海外進出を成功させるために、「海外へ進出して
いる企業様の模倣被害」についてのアンケート調査を行い
ますので、ご協力をお願いいたします。 
別添パンフレットを参考に記入してください。 

（一社）愛媛県発明協会へ、８月３１日までに ＦＡＸ（０８９－９６０－１１０６) 

もしくは メール（ でご返送ください。 

 質問 ３ から １２ の該当欄 

【７．模倣被害の種類は、下記の中から選んで、下記の該当欄に記入してください。複数回答可。 
 Ａ：商標、 Ｂ：意匠、 Ｃ：特許・実用新案、 Ｄ：著作権、 Ｅ：営業秘密・ノウハウ、  
 Ｆ：その他 

【８．模倣被害は、総額はいくらですか？ 下記の該当欄に記入してください。 

【９．インターネット上での被害がありましたか。「有無」を、下記の該当欄に記入してください。 

 
【10．被害地域は、どこですか。下記の該当欄に記入してください。 

   Ａ：アジア、 Ｂ：欧州、 Ｃ：アフリカ、 Ｄ：北米、 Ｅ：中南米、 Ｆ：中東  

【１1．被害国は、どこですか。下記の該当欄に記入してください。 

【12．模倣被害の対策を実施しましたか。】 下記の該当欄に記入してください。 

   有：模倣被害対策をしている。   無：模倣被害対策をしていない。 

 年 度 

項 目 ２０２０年 ２０１９年 ２０１８年 ２０１７年 ２０１６年 ２０１５年以前 

４.模倣被害の

商品分野 
      

５.日本国内で

権利の取得 
□有、□無 □有、□無 □有、□無 □有、□無 □有、□無 □有、□無 

６.海外で権 

 利取得の 

 有無 

□有、□無 □有、□無 □有、□無 □有、□無 □有、□無 □有、□無 

７.模倣被害の

種類 

 （Ａ～Ｆ） 

      

８.被害総額 

（万円） 
      

９.インターネ

ット上の被害

の有無 

□有、□無 □有、□無 □有、□無 □有、□無 □有、□無 □有、□無 

10.被害地域は

どこですか？

（A～F） 

      

11.被害国はど

こですか？ 
      

12.模倣被害 

 対策 
□有、□無 □有、□無 □有、□無 □有、□無 □有、□無 □有、□無 

 



項目 結果

回答企業中の
輸出企業数

168 社

ヒアリング企業数 128 社

模倣被害企業数 50 社

模倣被害件数 65 件

模倣被害企業数
輸出企業数

29.8 ％

１．アンケート回収率

項目 結果

アンケート送付 956 社

回答企業数 269 社

回収率 28.1 ％

２．模倣被害企業の割合

〇北四国地域の企業で、アンケートの回収率は、約２８％
〇海外で模倣被害を被った企業の割合は、約３０％

結果



３．模倣被害の商品の分野別割合

〇海外展開している企業の模倣被害は、広い分野で行わ
れており、特に、産業機械、食品分野等で、多くの被
害を被っています。



４．年度別模倣被害の件数の推移

西暦
2015
以前

2016 2017 2018 2019 2020
過去5年
の平均

件数 39 8 6 4 3 5 5.2

○過去5年間の平均は、5.2件（3.1%）である。
○減少傾向である？
○過去に、39件の模倣被害に被った事業所がある。



○北四国地域で、海外展開している企業のうち、約７４.３
％の企業が、権利（特許、商標、意匠、実用新案等）を
取得しています。

○日本国内の知財の権利は、日本国内だけで通用するも
のです。輸出先の国でも権利を取得しましょう。

５．北四国地域企業の権利の取得割合



６．海外での権利の取得割合

〇海外で、権利（特許、商標、意匠、実用新案等）を取
得している企業は３６.２％で、取得していない企業
は６０.３％です。

〇海外展開する場合は、せめて商標や意匠の権利を輸出
先の国で取得しましょう。

○海外で模倣被害を被った時、海外で権利を取得してい
なければ、自社の権利を主張することができません。



７．模倣被害の種類

○模倣被害の種類は、商標が最も多く、次いで、特許・
実用新案、意匠と続きます。

○日本国内の商標の出願件数は、約19万件／年ですが、
中国の商標の出願件数は、約900万件以上／年です。



８．インターネット上の被害

〇インターネット上の被害は、１６.９％が有で、

６２.７％が無でした。

〇今後、増加する傾向があります。

〇ホームページの丸コピー被害が増えています。



９．模倣被害を被った地域

○北四国地域の企業が、海外で模倣被害を被った地域は、

アジアで多く９５.２％でした。

次に、北米で３.２％でした。



１０．北四国地域の企業が模倣被害を被った国

〇北四国地域の企業が、模倣被害を被った国は、中国が最も多く

６９.２％、次いで韓国が１３.８％、台湾が１０.８％、上位

３か国で９３.８％を占めています。

○同じ、漢字文化圏には、十分注意しましょう。



１１．効果のあった模倣被害対策

○効果のあった模倣被害対策は、

①知的財産権の取得

②専門家（弁理士や弁護士）への相談

③模倣品製造者への警告 等であった。

➀
➁

➂



１２．模倣被害対策をしない理由

模倣被害対策をしない理由は、

①費用対効果が低い、

②自社の被害が大きくない、

③模倣被害が発生していない思う。

等であった。

海外展開している
企業の３０％は、
知らない間に、
模倣被害を被って
います。

➀ ➁
➂



模倣被害事例１ （商品のデッドコピー）

１
○メーカー（Ａ社）は、中国で製品を製造販売しているが、デッド

コピー製品が、多量に製造販売されている。定期的に、模倣企業
を調査し、警察へ届けているが、きりがない。

２
○メーカー（Ａ社）は、韓国で自社の製品のデッドコピー製品を発

見した。Ａ社は、韓国から撤退した。

３
○メーカー（Ａ社）は、約１０年位前に当社の製品の主要部品（消

耗品）のデッドコピー品を中国で見つけたが、何個位販売された
か把握できず、被害額も不明である。何も対応していない。

４

〇メーカー（Ａ社）は、韓国で、品質の悪いデッドコピー製品を発
見した。Ａ社の製品の品質が悪いものとイメージが定着し、悪い
イメージを払拭するのに時間を要した。今後は、INPIT知財相談
支援窓口や海外知的財産プロデューサーの活用を検討したい。

５

〇メーカー（Ａ社）は、中国や日本国内に工場を有し、製造・販売
している。約２０年前に、デッドコピー製品を発見し、４回ほど
訴訟を起こし、勝訴したが、被告側の倒産・夜逃げ等で多額の費
用（数千万円）の回収が出来なかった。

○その他、３０件、非常にたくさんの模倣被害がある。



模倣被害事例２ （商標の模倣被害）

１
〇メーカー（Ａ社）は、自社製品を中国で販売を計画したが、既に商

標登録されていた。Ａ社は、Ａ社の別の商品名で販売を開始した。

２
〇メーカー（Ａ社）は、中国のＢ社に、商標を先行登録された。

Ａ社は、中国で、商標はまだ登録していない。

３
〇メーカー（Ａ社）が、中国で現地法人を立ち上げる時に会社名を申

請したところ、既に登録済みであった。会談後、権利を譲渡しても
らった。

４
〇メーカー（Ａ社）は、中国で商標登録を申請したところ、先に、中

国のＢ社が類似の商標を申請していた。異議申し立てをして、商標
を勝ち取った。

５
〇メーカー（Ａ社）は、台湾で類似商標を発見した。異議申し立てを

行い、解決するのに３年かかった。

６
〇メーカー（Ａ社）は、自社製品を、中国で販売しようとしたが、既

に商標が登録済みで、商標が使用できない。中国から撤退した。

７
〇メーカー（Ａ社）は、中国のＢ社に、商標を先行登録された。しか

し、Ｂ社はＡ社の製造委託先なので、Ａ社はＢ社から商標を無償で
譲渡してもらった。

〇その他、１１件、海外展開する場合、海外で商標登録は大切。



模倣被害事例３（インターネット上の模倣被害）

１
〇メーカー（Ａ社）は、2019年にインドネシアにて、現地販社が

ホームページのデッドコピーを表示している事業所を発見した。
著作権を侵害している旨通告することで対応した。

２
〇メーカー（Ａ社）は、韓国で、ホームページのデッドコピーを発

見した。Ａ社は、韓国から撤退した。今後は、無料相談や海外知
的財産プロデューサーの活用を検討したい。

３
〇メーカー（Ａ社）のホームページのデッドコピーの被害を中国で

被った。アドレスが異なるため発覚した。弁理士を通じて、異議
申し立てを行い、ホームページのコピーはなくなった。

４
○メーカー（Ａ社）において、顧客からなりすましメールが届き、

あやうく被害が生じかけた事があった。

○その他、数件

非常に、気づかない手法で、知らない間に、被害を被る可能性がある。



模倣被害事例４
（印刷物等のコンテンツ等の無断コピー）

１

〇メーカー（Ａ社）は、10年程前に中国での展示会で、Ａ社商品を
模倣した装置及びカタログの展示が有った。同社装置の消耗部品
に関しては各地域で模倣が生じている可能性はあるが、模倣を発
見していない。

２
○メーカー（Ａ社）は、10年以上前に、Ａ社のカタログに使用して

いるイラスト・写真等を、韓国競合メーカーのカタログに無断で
流用している事例が多く発見した。

３
〇メーカー（Ａ社）は、2017年頃に、Ａ社の商品をコピーした商品
を中国で生産して、さも自分たちが考え付いたかのようにアメリカ
のクラウドファンディングに出展した事例を発見した。

４
○メーカー（Ａ社）のカタログ（旧版）及び仕様書が2020年から

2021年にかけて模倣される事例が国内と中国で発生した。
先方に警告すると共に、カタログは電子で発行するようにした。

○その他 数件



まとめ１

〇北四国地域（香川県、愛媛県）の企業で、アンケートの回

収率は、約２８％

〇海外で模倣被害を被った企業の割合は、約３０％

〇海外展開している企業の模倣被害は、広い分野で行われて

おり、特に、産業機械、食品分野等で、多くの被害を被っ

ています。

〇海外で、権利（特許、商標、意匠、実用新案等）を取得し

ていない企業は６０.３％です。

〇海外展開する場合は、せめて商標や意匠の権利を輸出先の

国で取得しましょう。



○模倣被害の種類は、商標が最も多く、次いで、特許・

実用新案、意匠と続きます。

〇ホームページの丸コピー被害が増えています。

○北四国地域の企業が模倣被害を被った国は、中国が最も

多く６９.２％、次いで韓国が１３.８％、台湾が

１０.８％、上位３か国で９３.８％を占めています。

○効果のあった模倣被害対策は、

①知的財産の取得

②専門家（弁理士や弁護士）への相談

③模倣品製造者への警告 等であった。

○知らない間に、海外で模倣被害を被ります。

十分、気を付けてください。

まとめ２



海外展開している企業様で、模倣被害等で
お困りの時は、下記にご相談ください。

１．(一社）愛媛県発明協会
TEL:０８９－９６０ー１１０３

２．INPIT愛媛県知財総合支援窓口
TEL:０８９－９９３ー７３６０
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ご清聴、ありがとうございました。


